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ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組みが従業員に共有されており、かつ達成するための仕組みが組織内に構築されている（ＰＤＣＡサイクル等）。

＜具体的な内容を記載＞

ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組みをホームページ等で対外的に公表している。

環境

目標

社会

目標

ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組み宣言書

ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組み 実績 指標・目標

令和8年5月30日

特定非営利活動法人　JAPAN CONNECT

当法人では、事業活動に伴う環境負荷の低減を目指し、
オンライン会議やオンライン研修を積極的に活用するこ
とで移動に伴うCO₂排出削減に取り組んでいます。また
、会議資料や報告書の電子化を推進し、紙資源の使用削
減に努めています。さらに、国内外のパートナーとの連
携においてもデジタルツールを活用し、効率的な情報共
有を実施しています。今後もペーパーレス化の推進や環
境に配慮した事業運営を通じて、持続可能な社会の実現
に貢献してまいります。

当法人は、日本とアフリカの相互理解促進を目的として、教育
、人材育成及び国際交流に取り組んでいます。小学校、中学校
、高等学校、大学等を対象とした国際理解教育やアフリカ理解
講座の実施に加え、アフリカ出身者や留学生との交流機会を提
供しています。また、若者や起業家を対象とした交流プログラ
ムや人材育成事業を通じて、多様な文化や価値観を尊重する社
会づくりを推進しています。さらに、教育機関や自治体、企業
等との連携を通じて、グローバル人材の育成と持続可能なパー
トナーシップの構築に取り組んでいます。

当法人は、日本とアフリカ間の産業創出支援を重点的な取組み
として推進しています。日本企業とアフリカ企業、政府機関、
教育機関等とのネットワークを活用し、ビジネスマッチング、
企業視察、スタートアップ交流及び国際ビジネスイベントの開
催に取り組んでいます。また、アフリカ市場への展開を目指す
日本企業への情報提供や現地パートナーとの連携支援を行い、
新たな事業機会の創出や持続可能な経済成長に貢献しています
。さらに、若手起業家や次世代人材の育成を通じて、国際的な
経済交流の活性化を目指しています。

⑫つくる責任 つかう責
任,⑬気候変動に具体的
な対策を,⑰パートナー
シップで目標を達成しよ
う

令和7年度は、国内外の関係機関と
の会議・打ち合わせの約80％をオン
ラインで実施しました。また、会議
資料、企画書、報告書等の電子化率
は約90％とし、ペーパーレス化を推
進しています。クラウドサービスを
活用した情報共有を行い、紙資源の
使用削減及び移動に伴う環境負荷の
低減に取り組みました。

オンライン会議実施率、資料電子
化率、紙使用量削減率

令和12年度までに、オンライン会議実施
率90％以上、資料電子化率95％以上を維
持するとともに、令和7年度比で紙使用量
を20％削減します。デジタルツールの活
用を推進し、環境負荷の低減と業務効率
化を両立します。

④質の高い教育をみんな
に,⑩人や国の不平等を
なくそう,⑰パートナー
シップで目標を達成しよ
う

⑧働きがいも経済成長も
,⑨産業と技術革新の基
盤をつくろう,⑰パート
ナーシップで目標を達成
しよう

令和7年度は、日本とアフリカの
相互理解促進を目的とした国際
交流イベントやセミナー等を3回
実施し、延べ約500人が参加しま
した。また、企業、教育機関、
行政機関等との連携を通じて、
国際理解の促進及び人的交流機
会の創出に取り組みました。

令和7年度は、日本企業とアフリカ
企業・関係機関との交流促進を目的
としたビジネスイベントや交流事業
を3回実施し、延べ約500人が参加し
ました。また、企業訪問、ビジネス
マッチング及びスタートアップ交流
を通じて、日本とアフリカ間の経済
交流及び新たな事業機会の創出に取
り組みました。

国際交流イベント開催回数

交流プログラム参加人数

教育機関等との連携件数

ビジネスイベント開催回数

参加企業・団体数

事業連携・マッチング件数

令和12年度までに国際交流イベン
トを年間5回以上実施し、交流プ
ログラム参加人数を年間700人以
上、教育機関等との連携件数を年
間10件以上とします。

令和12年度までにビジネスイベント開催
回数を年間5回以上とし、参加企業・団体
数を令和7年度比150％以上に拡大すると
ともに、事業連携・マッチング件数を年
間5件以上創出する。

当法人では、持続可能な組織運営を実現するため、定期的な理事会の開催、適切な会計管理及び事業報告の実施に取り組んでいます。ま
た、法令遵守及び透明性の高い組織運営を重視し、関係者への情報共有を行っています。さらに、SDGsの理念を事業活動に反映し、教育
、人材育成、国際交流及び産業創出支援を通じて社会課題の解決に取り組んでいます

https://japanconnectorg.lovable.app/sdgs

https://www.japanconnect.orgへも同様の内容を記載予定（アップデート中）


